


会計監査人の状況

支払額 (百万円)

①当事業年度に係る当社が支払うべき報酬等の額
イ．公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額
ロ．公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額

54
2

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 61

(1) 会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査委員会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を
行ったうえで、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項及び第４項の同意を行っております。

３．当社の重要な子会社のうちNITTOBO ASIA Glass Fiber Co., Ltd. 及びBaotek Industrial Materials Ltd. は、当社の会計監査人以外の監
査法人の監査を受けております。

(3) 非監査業務の内容
　当社が会計監査人に対して委託した、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務は、株式売り出しに係るコン
フォートレター作成業務であります。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査委員
全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査委員会が選定した監査委員は、解任後最初に招
集される株主総会において、解任の旨及びその理由を報告いたします。
　また、監査委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総
会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

1



業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　会社法第362条第４項第６号等に定める株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備について、当社
は、2006年５月10日開催の取締役会において基本方針を決議し、その後、2014年６月26日の監査役会設置会社か
ら指名委員会等設置会社への移行に伴い、同日開催の取締役会において、会社法第416条第１項及び第２項に基づく
決議をしております。
　また、2015年３月24日開催の取締役会において、改正会社法等の対応として、当社子会社を含む企業集団として
の内部統制システムに関して追加の決議をしております。
　さらに、2016年３月29日開催の取締役会において、監査委員会の職務を補助する組織を監査室から監査委員会事
務局（新設）にすることとしたのに伴い、内部統制システムに関して追加の決議を行い、下記を基本方針としており
ます。

Ⅰ．内部統制システム構築の基本方針

(1) 監査委員会の職務の執行のため必要な事項
① 監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
 1) 監査委員会の職務を補助する組織として監査委員会事務局を置き、監査委員会の事務局とする。
② 上記①の取締役及び使用人の執行役からの独立性並びに当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項
 1) 監査委員会事務局の使用人の任命、評価、異動、懲戒は、監査委員会の同意を得る。
③ 取締役、執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関する体制
 1) 取締役、執行役及び使用人は、当社及びその子会社から成る企業集団（以下、「当社グループ」という。）
に係る職務の執行に関し、重大な法令、定款違反及び不正行為の事実、又は著しい損害を及ぼす事実を知っ
たとき、監査委員会に報告しなければならない。

 2) 監査委員は、当社グループの経営方針及び経営戦略等に係る重要事項が審議される会議等に出席し、意見を
述べることができることとする。

 3) 代表執行役社長と監査委員会は、定期的な意見交換の場を持つこととする。
 4) 監査委員会は、取締役、執行役、使用人に加え、子会社の役職員その他これらの者から報告を受けた者から
も直接、業務執行状況について報告を受けることができることとする。なお、監査委員会へ報告を行った者
について、当該報告をしたことを理由とした不利益な取り扱いはできないこととする。
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④ その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
 1) 監査室は、代表執行役社長の承認を得た年度監査計画を監査委員会に提出し、内部監査を実施する。
また、内部監査の結果を代表執行役社長に報告するとともに監査委員会にも報告を行う。
なお、監査委員会からの特別な調査要請があった場合は、これに全面的に協力することとする。

 2) 監査委員会は、監査室と共に会計監査人と密接な連携を保ち、必要に応じて弁護士等の外部専門家の助言を
受けることができることとする。

 3) 監査委員の職務の執行のための必要費用（前第 2）号に定める助言を受けるための費用を含む）は、前払いを
含む方法により、当社の負担にて支払うこととする。

(2) 当社グループの業務の適正を確保するため必要な事項
① 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
 1) 執行役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」等に基づき適切な保存・管理等を行
う。

② 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
 1) ｢子会社稟議規程｣ に定める子会社の経営に関する事項の当社による決裁手続き等を通じた管理、会議等によ
る情報・戦略の共有、人事交流等により、適時、子会社の経営状況を把握した上で、当社グループ全体を適
正に運営管理していくこととする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
 1) ｢リスク管理規程｣ に定める基本方針及び管理体制に基づき、当社グループの事業を取巻く様々なリスクに対
して適切な管理を行い、リスクの未然防止を図る。

 2) 当社グループにおいて不測の事態が発生した場合には、「リスク管理規程」に従い対応し、損害の最小化を
図る。

④ 執行役及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
 1) 執行会議を当社グループの経営全般に係る重要な事項並びに取締役会での決議事項以外の事項に関する審議
機関と位置づけ、原則、毎週開催する。

 2) ｢職務権限規程｣ 「業務分掌規程」により、責任と権限を明確にし、効率的な職務の執行を図る。
 3) 中期経営計画を策定し、当社グループ全体の方向性を明確にし、当社グループ全体及び事業部門毎の施策・
目標値を年度予算として定め、それに基づいた業績管理を行う。
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⑤ 執行役、使用人及び子会社の役職員（以下、「グループ役職員」という。）の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制
 1) 代表執行役社長は、当社グループの「経営理念」、社会から信頼される企業であるための共通の価値観であ
る「日東紡宣言」及び行動指針である「日東紡行動綱領」「行動規準」について、率先垂範とグループ役職
員への周知徹底を図る。

 2) 執行役及び使用人は、「日東紡宣言」の浸透と実践により、コンプライアンスの基本となる健全な企業風土
を醸成する。

 3) 執行役及び使用人は、「日東紡行動綱領」「行動規準」に基づき、法令、定款及び社内規程等を遵守するこ
ととし、その実効性を高めるため、コンプライアンス担当部署等により、コンプライアンス意識の向上を図
る。

 4) 内部通報制度の「企業倫理ヘルプライン」により、法令違反等の未然防止やその早期発見と適切な対応を行
う。

 5) リスクマネジメント統括部担当執行役は、当社グループの内部統制システムの整備状況を踏まえて、現状と
基本方針との整合性を取るため内容の見直しを定期的に行う。
見直しの結果は代表執行役社長に報告し、代表執行役社長が取締役会に報告の上、基本方針の見直しが必要
な場合は取締役会で決議する。

 6) 監査委員会は、業務監査及びコンプライアンス監査等の結果を適宜、取締役会で報告する。
⑥ その他当社グループの業務の適正を確保するための体制
 1) ｢日東紡宣言｣ 「日東紡行動綱領」「行動規準」及び「企業倫理ヘルプライン」は、当社グループ全体を対象
とし、その周知徹底を図る。

 2) 主要な子会社に監査室を設置し業務の適正化を図るとともに、当社の監査室は当社グループ全体を視野に入
れた内部監査を行う。

Ⅱ．内部統制システム構築の基本方針の運用状況の概要
当社グループの業務の適正を確保するため必要な事項について、上記基本方針のとおりに運用されております。
【リスク管理体制の整備】
　当社では、代表執行役社長を委員長とするリスクマネジメント委員会にて、子会社を含む企業集団として、グ
ループ全体のリスク管理の基本方針及び事業を取巻く様々なリスクに対して的確な管理を行うことを「リスク管
理規程」において定めており、その基本方針及び管理体制に基づき、リスクの未然防止を図っております。
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【法令等の遵守】
　当社は、「経営理念」「日東紡宣言」「日東紡行動綱領」「行動規準」の周知徹底、テーマ別の教育・研修の
実施、内部通報制度である「企業倫理ヘルプライン」の運用を通じ、健全な企業風土の醸成と役職員のコンプラ
イアンス意識の向上を図っております。
【取締役会】
　当社の取締役会は、指名・報酬・監査の各委員会を構成する取締役の選定、執行役の選任と執行役に対する業
務委嘱、中期経営計画や年度予算などの経営の基本方針に影響を与える業務に関する事項の承認等を通して、業
務執行の監督機能を担っております。なお、当事業年度においては、取締役会を13回開催しております。
【業務の執行】
　取締役から委任された業務執行に関する事項を審議する機関として執行会議を設け、毎月２回程度開催して効
率的な業務執行に努めています。
【内部監査】
　当社では、他部署から独立した監査組織として8名（うち２名は監査委員会事務局と兼務）で構成する監査室を
設置しており、当社グループ全体の業務監査のみならずコンプライアンス監査等の機能を担った監査を行ってお
ります。その結果を、代表執行役社長と監査委員会に定期的に報告する体制を整えております。
【監査委員会による監査】
　監査委員会は監査委員会の職務の執行に必要な監査方針、監査計画を作成し、これらに基づき監査を実施して
います。監査委員会は取締役会に定期的に監査の状況を報告しております。監査委員と監査室は定期的に監査報
告会を設け監査計画・監査実施状況及びその結果などについて協議を行っています。また、会計監査人とは、連
携して実効的かつ効率的な監査を実施するために、定期的に情報及び意見の交換の場を設けております。なお、
当事業年度においては、監査委員会を13回開催しております。
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会社の支配に関する基本方針
(1) 基本方針の内容の概要
　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、当社の企業価値の源泉及び当社を
支えるステークホルダーとの良好な関係を十分に理解した上で、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益
を中長期的に確保・向上させることを真摯に目指す者でなければならないと考えております。もとより、上場会社
である当社の株式は、株主又は投資家の皆様に自由に取引されるものであり、当社経営の支配権の移転を伴うよう
な大量買付がなされる場合であっても、これが当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資
するものである限りにおいて、当社は、これを一概に否定するものではありません。また、当社は、株式の大量買
付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主の皆様の意思に委ねられるべきであると考えております。
　当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させていくためには、1)長年培われた技術資産や人的資産
の流出を防ぎ、そのような技術資産や人的資産を中長期的視野で保護育成すること、2)顧客とのネットワークと当
社の有するブランド力を維持・強化していくこと等に重点を置いた経営が必要不可欠であります。
　外部者である買収者からの大量買付の提案を受けた際には、上記に加え、当社の有形無形の経営資源、将来を見
据えた施策の潜在的効果、多岐にわたる事業分野やグループ企業間の有機的結合により実現され得るシナジー効
果、その他当社の企業価値を構成する事項等、様々な事項を適切に把握した上で、当該大量買付が当社の企業価
値・株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があります。
　当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者を、当社の財務及び事業の方針の
決定を支配する者として不適切であると考えており、不適切な大量買付に対して、必要かつ相当な対抗をすること
により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

(2) 基本方針の実現に資する取組みについて
(ア) 当社の企業理念
　当社グループは、『日東紡グループは、「健康・快適な生活文化を創造する」企業集団として社会的存在価値
を高め、豊かな社会の実現に貢献し続けます。』との経営理念に基づいて、時代の要請に即応し、社会の役に立
つ新しい価値を創造し提供し続けることで、すべてのステークホルダーの皆様から信頼され、“日東紡でよかっ
た”と思われる企業グループを目指して経営・事業活動に取り組んでおります。
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　また当社グループは、経営理念をもとにして、会社の価値観を分かりやすい文章で表現した「日東紡宣言」を
策定しております。社員一人ひとりが、この「日東紡宣言」を常に意識しながら、自ら考え、行動できるように
努めております。
｢日東紡宣言｣
・日東紡グループは社会の「ベストパートナー」を目指します。
・私たちは、お客様の求めるものを絶えず追究し、お客様に「安心と信頼」を誠実にお届けすることを喜びとし
ます。また、企業活動を通じ株主・投資家・行政・地域社会等すべてのステークホルダー（社会）と共に喜び
を分かち合うことを大切にします。
・私たちは自立した一人ひとりの社員の可能性を尊び、自由闊達にアイデアを出し合いながらチームワークによ
り力を発揮する企業集団を目指します。
・私たち企業グループは社員の成長が会社の成長であることを信じ、社員に成長と自己実現の機会を提供しま
す。社員はまず第一に良き市民であり、深く考え、広く見渡し、果敢に行動します。そして粘り強くやり遂げ
ます。

(イ) 当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上への取組み
　当社グループは、1923年（大正12年）に繊維メーカーとして創立して以来、永年にわたって技術、知識を蓄
積・継承し、時代の変化をチャンスとして、その都度旺盛なパイオニア精神を発揮しながら、グラスファイバー
事業、ライフサイエンス事業などに、幅広い事業基盤を築いてまいりました。
　また海外展開においても、新規顧客の獲得や事業拠点の設立など、グローバルな活動を続けております。
　さらに当社は、地球環境を継承し、持続的発展に貢献していくことを基本理念に盛り込んだ「日東紡環境憲
章」を制定し、すべての事業活動において環境に配慮した製品・サービスを提供することで、環境保全にも努め
ております。

(ウ) 当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の基盤となる仕組み（コーポレート・ガバナンスの強
化）
　当社グループは、経営の透明性向上と法令遵守の徹底により企業価値を高めることがコーポレート・ガバナン
スの基本であると認識し、環境の変化に迅速に対応できる内部統制システムを構築しております。
　当社グループの「経営理念」、社会から信頼される企業であるための共通の価値観である「日東紡宣言」、そ
して行動指針である「日東紡行動綱領」「行動規準」について、経営トップが、率先垂範とグループ役職員への
周知徹底を図っております。
　また、当社グループの事業を取り巻く様々なリスクに対して適切な管理を行い、リスクの未然防止を図ると共
に、万が一、不測の事態が発生した場合には、損害の最小化を図る体制の整備も行っております。
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　具体的には以下の事項に取り組んでおります。
Ａ) 2014年６月26日の定時株主総会における承認を受けて指名委員会等設置会社に移行しました。指名委員
会等設置会社に移行することで、監督と執行の分離を一段と明確にし、「監督機能強化・透明性の高い経
営」と「事業の迅速な執行・経営の機動性の向上」を図っております。顧客、株主、取引先、従業員等の
ステークホルダーの期待に、より的確に応えうる体制を構築することで、更なる企業価値向上を図りま
す。また、会社法第332条第６項に従い、取締役の任期は１年であります。

Ｂ) 取締役７名のうち４名を社外取締役としており、業務執行機関に対する取締役会の監督機能をより強化す
る体制を確立しております。

Ｃ) 法令に則り、指名・報酬・監査の各委員会を設置し、各委員会のメンバーの過半数は社外取締役であり、
また全ての委員会の委員長は社外取締役になっています。透明性の高い公正な経営監視体制を確立してお
ります。

Ｄ) 取締役の解任要件を、会社法の原則（会社法第339条第１項、第341条）に従い普通決議にしておりま
す。

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す
るための取組み

　当社は、当社株式の大量買付が行われた際には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるた
めに、積極的な情報開示に努めるとともに、その時点において適切な対応をしてまいります。

(4) 当社の取組みが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致
し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

　上記（２）及び（３）の取組みは、当社の企業価値を継続的かつ持続的に向上させるための具体的な方策として
策定されたもので、上記（１）の会社の支配に関する基本方針及び株主共同の利益に沿うものであり、当社の会社
役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

8



(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日) (単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 19,699 19,037 61,831 △2,559 98,008
会計方針の変更による
累積的影響額 14 14

会計方針の変更を反映
した当期首残高 19,699 19,037 61,846 △2,559 98,023

当期変動額
剰余金の配当 △1,745 △1,745
親会社株主に帰属する当期純利益 6,519 6,519

自己株式の取得 △3 △3
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 336 336
株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 － 336 4,773 △3 5,106

当期末残高 19,699 19,373 66,619 △2,563 103,129

その他の包括利益累計額 非 支 配 株 主
持 分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当期首残高 2,714 △371 △1,220 1,123 5,257 104,389
会計方針の変更による
累積的影響額 14
会計方針の変更を反映
した当期首残高 2,714 △371 △1,220 1,123 5,257 104,404

当期変動額

剰余金の配当 △1,745

親会社株主に帰属する当期純利益 6,519

自己株式の取得 △3
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 336
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △960 2,366 163 1,569 △441 1,128

当期変動額合計 △960 2,366 163 1,569 △441 6,234

当期末残高 1,754 1,995 △1,056 2,692 4,815 110,638

連結株主資本等変動計算書
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(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日) (単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
固 定 資 産
圧縮特別勘定
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 19,699 19,029 19,029 4,074 776 3,000 25,817 33,668
会計方針の変更
による累積的影
響額

16 16

会計方針の変更を
反映した当期首残
高

19,699 19,029 19,029 4,074 776 3,000 25,833 33,684

当期変動額
剰余金の配当 △1,745 △1,745
固定資産圧縮積立金の積立 236 △236 －
固定資産圧縮積立金の取崩 △57 57 －
固定資産圧縮特別勘定積立
金の取崩 △236 236 －
当期純利益 4,042 4,042
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － 178 △236 － 2,353 2,296
当期末残高 19,699 19,029 19,029 4,253 540 3,000 28,187 35,981

株主資本等変動計算書
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株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

当期首残高 △2,559 69,837 2,658 2,658 72,495
会計方針の変更
による累積的影
響額

16 16

会計方針の変更を
反映した当期首残
高

△2,559 69,853 2,658 2,658 72,511

当期変動額
剰余金の配当 △1,745 △1,745
固定資産圧縮積立金の積立 － －
固定資産圧縮積立金の取崩 － －
固定資産圧縮特別勘定積立
金の取崩 － －
当期純利益 4,042 4,042
自己株式の取得 △3 △3 △3
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △957 △957 △957
当期変動額合計 △3 2,292 △957 △957 1,335
当期末残高 △2,563 72,146 1,700 1,700 73,847
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